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追加型投信／海外／不動産投信

2024年1月31日基準

※当資料は9枚ものです。なお、別紙1も併せてご確認ください。
※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご覧ください。

（設定日：2023年9月27日）
基準価額は1万口当たり・信託報酬控除後の価額です。なお、信託報酬率は「ファンドの
費用」をご覧ください。
分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもの
であり、実際の基準価額とは異なります。
分配金再投資基準価額＝前日分配金再投資基準価額×（当日基準価額÷前日基準価
額）（※決算日の当日基準価額は税引前分配金込み）
基準価額は設定日前日を10,000円として計算しています。
上記は過去の実績であり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。

※基準価額は1万口当たり。

※ 騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出していますので、実際の投資家利回りとは異なります。
※ 上記は過去の実績であり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。
※ 各期間は、基準日から過去に遡っています。また設定来の騰落率については、設定当初の投資元本を基に計算しています。

運用実績の推移 基準価額・純資産総額

ポートフォリオ構成

騰落率（税引前分配金再投資）

分配金実績（税引前） ※直近3年分

※ 分配金は1万口当たり。
※ 上記の分配金は過去の実績であり、将来の分配金の

支払いおよびその金額について保証するものではあり
ません。

※ 分配金額は、分配方針に基づいて委託会社が決定
します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するもので
はありません。分配金が支払われない場合もあります。
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純資産総額
分配金再投資基準価額
基準価額

新光 US-REIT オープン（隔月決算型）
愛称︓ゼウス（隔月決算型）

基 準 価 額 10,925 円 11,196 円

純 資 産 総 額 67 百万円 2 百万円

当月末 前月末

設 定 来 高 値 11,275 円 2024/1/17

設 定 来 安 値 9,536 円 2023/10/26

基準価額 基準日

※ 組入比率は、純資産総額に対する割合です。

※ 現金等の中には未払金等が含まれるため、比率が

一時的にマイナスとなる場合があります。

※設定来高値・設定来安値は、同一の基準価額が複数

ある場合、直近の日付を表示しています。

不動産投信現物 94.7%
現金等 5.3%
合計 100.0%

不動産投信先物 0.0%
不動産投信実質組入（現物＋先物） 94.7%

基準価額変動の要因分析 （円）

キャピタル -649

インカム 13

為替要因 426

小計 -210

信託報酬 -14

その他要因 -17

分配金 -30

合計 -271

※ 要因分析は組入資産の値動き等が基準価額に与え
た影響等をご理解いただくために簡便的に計算した
概算値であり、その完全性、正確性を保証するもの
ではありません。

1ヵ月 3ヵ月 設定来

-2.16% 14.25% 9.54%

第1期 (2024.01.05) 30 円

設定来累計分配金 30 円
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2024年1月31日基準

（組入銘柄数 ： 27）　

※当資料は9枚ものです。なお、別紙1も併せてご確認ください。
※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご覧ください。

新光 US－REIT オープン・マザーファンドの内容

複 合 施 設 複数の業種にまたがって投資

医 療 施 設 高齢者向け住宅や医療用オフィスビル、介護施設など

貸 倉 庫 トランクルームやコンテナなど

産 業 施 設 物流施設など

オ フ ィ ス オフィスビルや研究開発施設など

住 居 賃貸のマンションや戸建て住宅など

商 業 ・ 小 売 ショッピング・センターやモールなど

ホ テ ル ・ レ ジ ャ ー シティホテルやリゾートホテルなど

特 殊 施 設 刑務所や娯楽施設など

森 林 植林地や種苗場など

通 信 通信基地局用の鉄塔やエネルギー関連施設など

デ ー タ セ ン タ ー データセンターやテクノロジー関連施設など

ゲ ー ミ ン グ カジノ施設など

（各業種が保有する物件例）
業種別組入比率

組入上位10銘柄

※ 組入比率は純資産総額に対する割合です。
※ 当該個別銘柄の掲示は、銘柄推奨を目的としたものではありません。

新光 US-REIT オープン（隔月決算型）
愛称︓ゼウス（隔月決算型）

銘柄名 業種
組入

比率
概要

1 アメリカン・タワー 通信 9.2% 米国内外で無線通信基地局用の鉄塔などを保有・運営するインフラストラクチャーREITです。

2 ウェルタワー 医療施設 7.0%
老人ホームや介護施設、病院、特殊ケア病院などを所有し、米国各地や英国、カナダで事業を

展開しています。

3 UDR 住居 6.8%
全米で集合住宅を運営管理する住居REITです。主に、西海岸のワシントン州およびカリフォルニ

ア州の各都市や、東海岸のニューヨーク、ボストン、ワシントンDCなどに物件を保有しています。

4
エクストラ・スペース・ストー

レッジ
貸倉庫 6.7%

米国各地で貸倉庫の保有・運営を手がける自社管理・運営型の貸倉庫REITです。船舶やキャン

ピングカー用の貸倉庫も手掛けています。

5 デジタル・リアルティ・トラスト データセンター 6.0%
米国を中心に、情報産業関連企業や企業用データセンターなど、テクノロジー関連不動産の所

有、買収、再配置、管理などを手掛けるREITです。

6 リアルティ・インカム 商業・小売 5.5%
安定的な賃料収入が見込まれる小売施設を買収・保有し、毎月安定した配当を実施している商

業・小売ＲＥＩＴです。

7
レックスフォード・インダストリ

アル・リアルティ
産業施設 5.2%

南カルフォルニアで物流施設を運営する産業施設REITです。ロサンゼルスやオレンジ郡、サン

バーナーディーノ、サンディエゴなどに物流施設を構えています。

8 SBAコミュニケーションズ 通信 4.7%
主に米国内で通信鉄塔を運営管理するインフラストラクチャーREITです。携帯電話会社の基地

局向けにスペースを提供しています。

9
アレクサンドリア・リアル・エス

テート
オフィス 4.2%

主にオフィスや研究開発施設の運営を手掛けるREITです。製薬やバイオテクノロジー、医療用

機器などの企業や研究機関などが主要なテナントとなっています。

10 VICIプロパティーズ ゲーミング 3.8%
ラスベガスや地方都市でカジノ施設を保有するゲーミングREITです。ラスベガスのシーザー・パ

レスやベネチアン・リゾーツなどの物件を保有しています。

※ 組入比率は組入有価証券評価額に対する割合です。
※ 業種はNAREIT（全米不動産投資信託協会）によるもの

です（以下同じ）。

ポートフォリオの状況

　構成銘柄配当利回り（加重平均） 3.84%

（参考指標）FTSE NAREIT All Equity REITs
インデックス配当利回り（配当込み）（円換算）

4.08%

※ 構成銘柄配当利回り（加重平均）はマザーファンドのものであり、キャッシュを含めたものです。

構成銘柄配当利回りは、投資対象資産の特性を理解していただくために表示しており、

当ファンドへの投資で得られる「期待利回り」を示すものではありません。

※ FTSE NAREIT Ａｌｌ Equity REITs インデックス配当利回りは、参考指標のものです。

配当利回りは、投資対象資産の特性を理解していただくために表示しており、

当ファンドへの投資で得られる「期待利回り」を示すものではありません。

業種 組入比率

通信 14.4%

産業施設 13.5%

住居 12.2%

医療施設 12.1%

貸倉庫 10.2%

データセンター 8.7%

商業・小売 7.7%

オフィス 6.5%

森林 4.7%

特殊施設 4.4%

ゲーミング 3.9%

ホテル・レジャー 1.7%
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FTSE NAREIT All Equity REITs インデックス（配当込み） 米ドル／円

※ 米ドル／円は、一般社団法人 投資信託協会が公表する対顧客

電信売買相場の仲値（TTM）です。

※当資料中の各数値については、表示桁未満の数値がある場合、四捨五入して表示しています。

市況動向（設定来）

（円）

新光 US-REIT オープン（隔月決算型）
愛称︓ゼウス（隔月決算型）

※ Bloombergのデータをもとに委託会社が作成しています。

FTSE NAREIT Ａｌｌ Equity REITs インデックス（配当込み）について
・FTSEが発表する、米国の代表的なREIT株価指数です。 1971年12月末を100として計算されています。
・FTSE NAREIT Ａｌｌ Equity REITs インデックス（配当込み）は当ファンドの参考指標であり、ベンチマークではありません。
・新光 US-REIT オープン（隔月決算型）（以下、「当ファンド」）は、アセットマネジメントOne株式会社（以下、「アセットマネジメントOne」）によって単独で開発
されたものです。当ファンドは、いかなる方法においても、FTSE International Limited (以下、「FTSE」)、London Stock Exchange Group plcおよび、そのグル
ープ企業（以下、総称して「LSE Group」）またはNareitによって出資、保証、販売または販売促進されることはありません。
FTSE NAREIT All Equity REITs インデックス（以下、「本指数」）のすべての権利はFTSEおよびNareitに帰属します。「FTSE ®」はLSE Groupの商標であり、
ライセンス契約に基づきFTSE International Limited （「FTSE」）によって使用されています。「NAREIT®」はNareitの商標です。
本指数はFTSEによって計算されます。FTSE、LSE Group、Nareitはいずれも、如何なる者に対しても（a）本指数の使用、信頼、または誤謬、（b）当ファンドへ
の投資または運営に起因する如何なる義務も負いません。FTSE、LSE Group、およびNareitは、 当ファンドから得られる結果、またはアセットマネジメント
Oneによって提示される目的に対する本指数の適合性に関して、いかなる請求、予測、保証、または表明も行いません。
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※上記のマーケット動向とファンドの動きは、過去の実績であり将来の運用成果等をお約束するものではありません。また、今後のマーケット見通しと運用方針
は、作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等により当該運用方針が変更される場合があります。

新光 US-REIT オープン（隔月決算型）
愛称︓ゼウス（隔月決算型）

マーケット動向とファンドの動き

1月の米国REIT市場は下落しました。上旬は、FRB（米連邦準備理事会）の早期利下げ観測後退から米長期金利が上昇に
転じたことから、下落しました。中旬は、米長期金利が一段と上昇したことが嫌気され、下落しました。下旬は、米長期金利
は低下したものの、FRBが3月の利下げに否定的な認識を示したことや、商業用不動産への貸出が大きい米地銀が赤字決
算を発表し、貸倒引当金が急増したことなども嫌気され、一段と下落しました。
トータル・リターンベースで見ると、当月の米国REIT市場は▲4.86%となりました。大型株の多いS&P500指数は+1.68%、小型
株のラッセル2000指数は▲3.89%となりました。
為替市場において、米ドルは円に対して前月末比で上昇しました。

社会・構造的変化を踏まえて配当利回りが低位であっても高い成長性が見込まれる銘柄に注目して運用を行っています。当

月は、集合住宅REIT、貸倉庫REIT、森林REITなどを買い増す一方で、集合住宅REITや簡易型住宅REIT、ショッピングセン

ターREITなどを一部売却しました。

今後のマーケット見通しと今後の運用方針

2023年第4四半期の米国REITの決算発表は1月下旬から2月下旬にかけて行われ、市場予想とほぼ一致することが見込

まれています。一方で、今後の業績は不動産ファンダメンタルズの悪化と資金調達環境の改善を踏まえたものになると見

られます。米国の国内総生産（GDP）成長率は2023年の2.3～2.5%から2024年には1.0～1.5%へ低下が見込まれるものの、

景気後退に至らないためテナントのリース需要が予想以上に増加する可能性も想定されます。2024年の米国経済は、個

人消費に代わって住宅投資が主役となる可能性があります。住宅ローン金利の低下と人口動態の改善により、住宅への

需要が促されるためです。住宅関連セクターに追い風が吹く可能性がありますが、各REIT等の業績見通しは例年同様に

保守的になることが見込まれます。また、パンデミック後からのファンダメンタルズの回復が続いている産業施設や医療施

設セクターも、利下げによる資金調達環境の改善が促されることによって、更に追い風が吹く可能性があると考えていま

す。

市場は、年内のFRBの利下げを織り込み、堅調な動きとなっています。しかしながら、金利の高止まりや米国経済の鈍化

による不動産ファンダメンタルズへの影響には、引き続き注意が必要と考えています。

このような環境下、循環的な経済回復と構造的成長のバランスをとることを目指してポートフォリオの構築を進めていま

す。引き続き、健全なバランスシート、優良な資産・テナント顧客、規律ある経営方針を有し、債務返済の資金調達に対す

る懸念が少ない銘柄や流動性の高い銘柄を選好しています。セクター別では、通信REITや産業施設REIT、住居REITなど

の組み入れを高位としています。また、利回りが低位であっても構造的に高い成長性が見込まれる銘柄などに注目してい

ます。
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マンスリーレポート

2024年1月31日基準

主として米国の取引所上場および店頭市場登録の不動産投資信託証券（以下「ＵＳ－ＲＥＩＴ」といいます。）に実質的に投資し、安定した収益の
 確保と信託財産の着実な成長を図ることを目的として、運用を行います。

○

● 当ファンドの運用は｢ファミリーファンド方式｣で行います。
● 銘柄の選定にあたっては、上記の投資目的を前提に、ＵＳ－ＲＥＩＴの業績動向と企業内容ならびに保有する不動産の価値

などについてバランス良く調査し、長期的な成長性または内在する価値からの割安度を重視します。
● ポートフォリオの構築に際しては、全体の流動性に十分留意します。
● ＵＳ－ＲＥＩＴの実質組入比率は、原則として高位を保ちます。
● 実質外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

○
● インベスコ・アドバイザーズ・インクは、世界的な独立系運用会社の一つであるインベスコ・リミテッドの一員です。同社の不

動産部門であるインベスコ・リアル・エステートは米国テキサス州ダラスに本拠を置き、１９８３年より運用を開始していま
す。

※ 資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

○

○

○

○

○

○ 為替変動リスク

○ カントリーリスク

※当資料は9枚ものです。なお、別紙1も併せてご確認ください。
※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご覧ください。

当ファンドへの投資に伴う主な費用は購入時手数料、信託報酬などです。

なお、基準価額の変動要因は、下記に限定されるものではありません。その他の留意点など、くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧く
ださい。

不動産の賃貸市場や売買市場、金利環境、経済情勢などの影響を受けて、不動産投資信託が保有する物件の賃貸
料収入が減ったり、保有物件そのものの価格が下落したりすることで、ＵＳ－ＲＥＩＴの価格の下落や配当金の減少の
可能性があります。
また、不動産に対する課税や規制が強化された場合には、不動産価格全般が下落することでＵＳ－ＲＥＩＴの価格も下
落することがあります。さらには保有不動産が地震や火災の被害を受けた場合など、予想不可能な事態によってＵＳ
－ＲＥＩＴの価格の下落や配当金の減少の可能性があります。

不動産投資信託の利益の減少はＵＳ－ＲＥＩＴの配当金の減少をもたらし、当ファンドの収益分配金に影響を与える可
能性があります。また、ＵＳ－ＲＥＩＴの配当金の減少はＵＳ－ＲＥＩＴの価格を下落させる要因にもなります。
ＵＳ－ＲＥＩＴの配当利回りの水準が公社債や預貯金などの金利水準と比較されることで、ＵＳ－ＲＥＩＴの相対的な魅力
度が変化します。金利が上昇する局面において、ＵＳ－ＲＥＩＴの配当利回りの水準に変化がない場合はＵＳ－ＲＥＩＴの
価格が下落する要因になります。景気拡大や物価上昇により、賃貸料または不動産価格の上昇が見込めるような状
況下での金利上昇局面では、必ずしもＵＳ－ＲＥＩＴの価格が下落するとは限りません。

………

………配当利回り水準

企業体としての
評価

………

投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制などの要因によって資産価格や通貨価値が大きく変
動する場合があります。これらの影響を受け、当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。

………

………

費用の詳細につきましては、当資料中の「ファンドの費用」および投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの特色(くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください)

主として新光 ＵＳ－ＲＥＩＴ オープン・マザーファンド(以下｢マザーファンド｣という場合があります｡)を通じてＵＳ－ＲＥＩＴに分散投資を行い、市場
平均よりも高い水準の配当収益の確保と長期的な値上がり益の獲得を目指した運用を行います。

マザーファンドにおけるＵＳ－ＲＥＩＴの運用指図に関する権限を、インベスコ・アドバイザーズ・インクに委託します。

主な投資リスクと費用（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください）

取引所での売買高が少ない場合や、上場廃止などにより取引所で取引ができなくなった場合は、証券を希望する時
期に、希望する価格で、希望する数量を売買できないことがあります。特に流動性が低下したＵＳ－ＲＥＩＴを売却する
場合には、当ファンドの基準価額を下落させる要因になることがあります。

不動産投資信託は、運用会社をはじめとする関係者により運営される企業体と見ることができます。この不動産投資
信託の投資・運営の巧拙、財務内容により、ＵＳ－ＲＥＩＴの価格も変動することが考えられます。不動産投資信託で
は、資金の借り入れや債券の発行により不動産に投資することがあります。この場合、金利が上昇したときには一般
に支払金利が増加することから利益の減少要因となり、ＵＳ－ＲＥＩＴの価格が下落する要因になります。また、財務内
容の悪化などにより不動産投資信託も倒産、上場廃止となる場合があります。

一般に有価証券は、新規発行などにより大幅に供給が増加すると取引価格が下落する傾向が見られます。特定の不
動産投資信託または複数の不動産投資信託の増資や新規上場などにより、取引所における証券の供給が増加した
ときは、当該不動産投資信託の個別の証券だけでなく全体的にＵＳ－ＲＥＩＴの価格が下落することがあります。

当ファンドは、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。これ
らの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価
額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
また、投資信託は預貯金と異なります。

に対する評価

保有不動産への
評価

………取引所における
取引の需給関係
による価格変動
リスク

………取引所における
取引量が減少ま
たは無くなること
による流動性リ
スク

外貨建資産は、為替相場の変動により円換算価格が変動します。一般に、保有外貨建資産が現地通貨ベースで値上
がりした場合でも、投資先の通貨に対して円高となった場合には、当該外貨建資産の円換算価格が下落し、当ファン
ドの基準価額が下落する可能性があります。

新光 US-REIT オープン（隔月決算型）
愛称︓ゼウス（隔月決算型）
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マンスリーレポート

2024年1月31日基準

●投資者が直接的に負担する費用

※当資料は9枚ものです。なお、別紙1も併せてご確認ください。
※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご覧ください。

購入価額に、3.3％（税抜3.0％）を上限として、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額となります。

購入・換金申込受付
の中止および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購
入・換金のお申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消す場合があります。

課税関係

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時の値上がり益および償還時の償還差益に対して課税されます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「愛称：ジュニ
アNISA（ジュニアニーサ）」の適用対象です。なお、2024年1月1日以降は、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度
（NISA）の適用対象となります。当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象となる予定ですが、販売会
社により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※税法が改正された場合等には、上記内容が変更となることがあります。

決算日

収益分配
年6回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。
※お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」があります。ただし、販売会社によっては、どちらか一方
　 のみの取扱いとなる場合があります。詳細は販売会社までお問い合わせください。

ファンドの費用(くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください)

以下の手数料等の合計額、その上限額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。

※上場不動産投資信託（リート）は市場の需給により価格形成されるため、上場不動産投資信託（リート）の費用は表示しておりません。

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

購入時手数料

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.65％（税抜1.5％）
※委託会社の信託報酬には、マザーファンドのＲＥＩＴの運用の指図に関する権限の委託を受けた投資顧問会社（インベスコ・
   アドバイザーズ・インク）に対する報酬が含まれます。
※マザーファンドの純資産総額が5,000億円を超える場合には、委託会社が支払う投資顧問報酬から次の額が控除され、当該
　 額を委託会社が収受します。
   控除額（年額）：150,000,000円＋（マザーファンドの純資産総額－5,000億円）×0.06％
＊上記の控除額はマザーファンドにおける当ファンドの持分に応じて按分されます。

その他の費用・
手数料

その他の費用・手数料として、お客様の保有期間中、以下の費用等を信託財産からご負担いただきます。
・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、信託事務の処理に要する諸費用、外国での資産の保管等に要
 する費用、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用　　等
※これらの費用等は、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあるため、事前に料率・上限額等を示すこと
   ができません。

換金手数料 ありません。

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.1％の率を乗じて得た額を、換金時にご負担いただきます。

●投資者が信託財産で間接的に負担する費用

購入価額

販売会社が定める単位（当初元本1口＝1円）

お申込みメモ(くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください)

購入単位

購入申込受付日の翌営業日の基準価額（基準価額は1万口当たりで表示しています。）

販売会社が定める期日までにお支払いください。

販売会社が定める単位

換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額

原則として換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

原則として営業日の午後3時までに販売会社が受付けたものを当日分のお申込みとします。

購入代金

購入・換金
申込不可日

換金単位

申込締切時間

換金制限

以下のいずれかに該当する日には、購入・換金のお申込みの受付を行いません。
・ニューヨーク証券取引所の休業日　・ニューヨークの銀行の休業日

換金価額

換金代金

毎年1月、3月、5月、7月、9月、11月の各5日（休業日の場合は翌営業日）※初回決算日:2024年1月5日

信託期間

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。

繰上償還

次のいずれかに該当する場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し、当該信託を終了（繰上償還）することがありま
す。
・信託契約を解約することが受益者のために有利であると認める場合
・純資産総額が30億円を下回ることとなった場合
・やむを得ない事情が発生した場合

2048年9月7日まで（2023年9月27日設定）

新光 US-REIT オープン（隔月決算型）
愛称︓ゼウス（隔月決算型）
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マンスリーレポート

2024年1月31日基準

投資信託ご購入の注意

投資信託は

当資料のお取扱いについてのご注意

※当資料は9枚ものです。なお、別紙1も併せてご確認ください。

○

○ 当資料における内容は作成時点（2024年2月13日）のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性につい
て、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

○ 当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用資料です。

○

○ 当ファンドは、実質的に不動産投資信託証券（リート）等の値動きのある有価証券（外貨建資産には為替リスクもあります）に投資をしますの
で、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者の皆さまの投資元本は保
証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益は全て投資
者の皆さまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。

お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

① 預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社を通
して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

② 購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。

③ 投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

◆委託会社の照会先 ◆

アセットマネジメントOne株式会社
コールセンター 0120-104-694

(受付時間：営業日の午前9時～午後5時）
ホームページ URL http：//www.am-one.co.jp/

◆委託会社およびファンドの関係法人 ◆
＜委託会社＞アセットマネジメントOne株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号
加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会
＜受託会社＞三井住友信託銀行株式会社

＜販売会社＞販売会社一覧をご覧ください

＜投資顧問会社＞インベスコ・アドバイザーズ・インク

新光 US-REIT オープン（隔月決算型）
愛称︓ゼウス（隔月決算型）
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マンスリーレポート

2024年1月31日基準

○印は協会への加入を意味します。 2024年2月13日現在

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。

 また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。

＜備考欄について＞

※1　新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。

※2　備考欄に記載されている日付からのお取扱いとなりますのでご注意ください。

※3　備考欄に記載されている日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。 （原則、金融機関コード順）

※当資料は9枚ものです。なお、別紙1も併せてご確認ください。
※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご覧ください。

販売会社（お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください）

新光 US-REIT オープン（隔月決算型）
愛称︓ゼウス（隔月決算型）

商号 登録番号等
日本証券

業協会

一般社団

法人日本

投資顧問

業協会

一般社団

法人金融

先物取引

業協会

一般社団

法人第二

種金融商

品取引業

協会

備考

株式会社筑邦銀行 登録金融機関　福岡財務支局長（登金）第5号 ○

株式会社沖縄海邦銀行 登録金融機関　沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

近畿産業信用組合 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第270号 ○

第一生命保険株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第657号 ○ ○

永和証券株式会社 金融商品取引業者　近畿財務局長（金商）第5号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

岡地証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第5号 ○ ○

株式会社しん証券さかもと 金融商品取引業者　北陸財務局長（金商）第5号 ○

島大証券株式会社 金融商品取引業者　北陸財務局長（金商）第6号 ○

新大垣証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第11号 ○

大熊本証券株式会社 金融商品取引業者　九州財務局長（金商）第1号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

フィリップ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第127号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

三豊証券株式会社 金融商品取引業者　四国財務局長（金商）第7号 ○
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マンスリーレポート

2024年1月31日基準

以下は取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です。
○印は協会への加入を意味します。 2024年2月13日現在

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。

 また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。

＜備考欄について＞

※1　新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。

※2　備考欄に記載されている日付からのお取扱いとなりますのでご注意ください。

※3　備考欄に記載されている日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。 （原則、金融機関コード順）

※当資料は9枚ものです。なお、別紙1も併せてご確認ください。
※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご覧ください。

販売会社（お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください）

新光 US-REIT オープン（隔月決算型）
愛称︓ゼウス（隔月決算型）

商号 登録番号等
日本証券

業協会

一般社団

法人日本

投資顧問

業協会

一般社団

法人金融

先物取引

業協会

一般社団

法人第二

種金融商

品取引業

協会

備考

福島信用金庫 登録金融機関　東北財務局長（登金）第50号

北群馬信用金庫 登録金融機関　関東財務局長（登金）第233号

鹿沼相互信用金庫 登録金融機関　関東財務局長（登金）第221号

青木信用金庫 登録金融機関　関東財務局長（登金) 第199号

中南信用金庫 登録金融機関　関東財務局長（登金）第195号

新潟信用金庫 登録金融機関　関東財務局長（登金）第249号

長野信用金庫 登録金融機関　関東財務局長（登金）第256号 ○

しずおか焼津信用金庫 登録金融機関　東海財務局長（登金）第38号

瀬戸信用金庫 登録金融機関　東海財務局長（登金）第46号 ○

豊川信用金庫 登録金融機関　東海財務局長（登金）第54号

西尾信用金庫 登録金融機関　東海財務局長（登金）第58号 ○

桑名三重信用金庫 登録金融機関　東海財務局長（登金）第37号

滋賀中央信用金庫 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第79号

京都信用金庫 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第52号 ○

奈良信用金庫 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第71号 ○

玉島信用金庫 登録金融機関　中国財務局長（登金）第30号

吉備信用金庫 登録金融機関　中国財務局長（登金）第22号

備前日生信用金庫 登録金融機関　中国財務局長（登金）第40号

高松信用金庫 登録金融機関　四国財務局長（登金）第20号

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者

株式会社ＳＢＩ証券）
登録金融機関　関東財務局長（登金）第10号 ○ ○
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10,600円

10,500円 10,500円 10,500円

10,450円

前期決算日 当期決算日

分配前

当期決算日

分配後

前期決算日 当期決算日

分配前

当期決算日

分配後

前期決算日 当期決算日

分配前

当期決算日

分配後

＊分配対象額

　 500円

＊分配対象額

　 500円

＊分配対象額

　 500円

＊50円を

　 取崩し

＊分配対象額

　 450円

＊分配対象額

　 500円

＊80円を

　 取崩し

＊分配対象額

　 420円

分配金100円*500円

（③+④）

*500円

（③+④）

期中収益

（①+②）

100円

分配金100円

*500円

（③+④） *450円

（③+④）

分配金100円

10,550円

*500円

（③+④）

*420円

（③+④）

10,400円
配当等収益

(①)20円

＊80円 10,300円

10,500円
期中収益

(①+②)50円

＊50円

投資信託の分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので分配金が支払われると、そ
の金額相当分、基準価額は下がります。なお、分配金の有無や金額は確定したものではありません。

投資信託から分配金が
支払われるイメージ

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場
合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。
また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

＜前期決算日から基準価額が上昇した場合＞＜前期決算日から基準価額が下落した場合＞

分配金

投資信託の純資産

普通分配金 ：個別元本(投資者（受益者）のファンドの購入価額)を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金（特別分配金）：個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者（受益者）の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。
（注）普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

投資者（受益者）のファンドの購入価額によっては、分配金の一部ないし全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場
合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合

※元本払戻金（特別分
配金）は実質的に元本
の一部払戻しとみなされ、
その金額だけ個別元本
が減少します。また、元
本払戻金（特別分配金）
部分は、非課税扱いと
なります。

分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

分配金額と基準価額の関係（イメージ）

計算期間中に発生した収益の中から支払われる場合

ケースA ケースB ケースC

上図のそれぞれのケースにおいて、前期決算日から当期決算日まで保有した場合の損益を見ると、次の通りとなります。

ケースA:分配金受取額100円＋当期決算日と前期決算日との基準価額の差0円＝100円
ケースB:分配金受取額100円＋当期決算日と前期決算日との基準価額の差▲50円＝50円
ケースC:分配金受取額100円＋当期決算日と前期決算日との基準価額の差▲200円＝▲100円

★A、B、Cのケースにおいては、分配金受取額はすべて同額ですが、基準価額の増減により、投資信託の損益状況はそれ
ぞれ異なった結果となっています。このように、投資信託の収益については、分配金だけに注目するのではなく、「分配金の
受取額」と「投資信託の基準価額の増減額」の合計額でご判断ください。

収益分配金に関する留意事項

分配金は、分配方針に基づき、以下の分配対象額から支払われます。

①配当等収益（経費控除後）、②有価証券売買益・評価益（経費控除後）、③分配準備積立金、④収益調整金

基
準
価
額

※上記はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではないのでご留意ください。

普通分配金

元本払戻金

（特別分配金）投資者
(受益者）の
購入価額

(当初個別元本)

分配金支払後

基準価額

(個別元本)

元本払戻金

（特別分配金）投資者
(受益者）の
購入価額

(当初個別元本)

分配金支払後

基準価額

(個別元本)

別紙1




